






































用された（二元制）。日本では、1957 年（昭和 32 年）にハーグ・ルールを摂取する国
際海上物品運送法を制定し、その後、1992 年（平成 4 年）にヴィスビー・ルールを摂
取する同法の改正を行っており、現在では改正条約に合わせた二元的な責任制限制度が






































































    の新展開 
はじめに 
第１章 1936年海上物品運送法 4条 5項の適用に関する「公平な機会法理」の 













（１）第 9巡回区控訴裁判所の「荷送人の了知」に基づく厳格な解釈  
（２）第 5巡回区控訴裁判所の「公平な機会の存在」に基づく解釈の緩和 









    の意義――英米判例の比較研究を中心として―― 
はじめに  
第１章 条約における「1包」、「1単位」概念の英米法への導入   
１ 1924年ハーグ・ルールにおける運送人責任制限制度の採用とその問題点  
２ ハーグ・ルール 4条 5項の「包または単位」に関する英米の理解  
（１）イギリス海上物品運送法の「包または単位」に関する理解 
（２）アメリカ海上物品運送法の「包または単位」に関する理解  
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第１節 「1包」の意義をめぐる解釈 
１ イギリスの 1874年Whaite事件判決 
２ アメリカ裁判所におけるアメリカ海上物品運送法の「包」についての解 
















第三部 荷送人の価額通告による海上物品運送人の責任制限排除について   
    ――国際海上物品運送法および船荷証券統一条約の比較を中心と   
    して―― 
はじめに 













（２）国際海上物品運送法の適用範囲の拡大と 13条 5項の文言 
２ 責任制限排除の「船荷証券への記載」要件に関する学説とその検討 
（１）運送人の記載義務をめぐる日本学説の問題点  
（２）船荷証券の交付のない場合における責任制限の排除   







第一部の第 1章「1936年海上物品運送法 4条 5項の適用に関する『公平な機会法理』
の展開とその背景」では、海上物品運送法が採用している 1924年条約の運送人の責任







第 1 章の 1 は、条約 4 条 5 項に定められている運送人の責任制限制度は、アメリカ
の 1893 年ハーター法を基礎とした 1910 年カナダ水上物品運送法の 8 条（運送人の責





づく海上物品運送 4 条 5 項をアメリカの慣習にならうものと理解していることの背景
として、「公平な機会法理」による独自の解釈を行っている可能性を指摘した。 









第 1 章の 3では、まず、「公平な機会法理」は「料率選択権法理」から生まれたもの
であることを、赤帽による手荷物の滅失について州際鉄道運送人の責任制限を否定した




運送法 4条 5項の適用に関する「公平な機会法理」の展開につき、その端緒となる第 9
巡回区控訴裁判所の 1974年 Tessler Bros (B.C.). Ltd. v. Italpacific Line事件判決の検
討を通じて、「公平な機会法理」の採用は、アメリか裁判所が法定の責任制限制度（4条




第一部の第 2 章「1990 年代以降における『公平な機会法理』の解釈の変化」では、
上記の 1974年の判決以降の「公平な機会法理」の解釈とその変化を検討した。とくに、
運送人による「公平な機会」の付与の判断基準を中心に、1980 年代の主要判例と解釈
の変化がみられる 1990 年代以降の判例を分析の対象として、1990 年代以降の解釈の
変化を明らかにした。 






















































上物品運送法 4条 5 項）、ばら積み貨物については重量に基づく責任制限制度が適用さ
れると指摘する見解も存在した。これに対して、アメリカでは、条約の「単位」が「運
送賃単位」を指すものと理解され、「単位」を「慣習的運送賃単位」（customary freight 
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としているかどうかを究明した。ここでは、責任制限排除の規定（条約 4条 5項 1文た
だし書き）が、運送人による「船荷証券への記載」要件が充足されなければ責任制限は
排除されない形で定められているから、まずはこの「船荷証券への記載」の意義を検討
















1966 年法に、運送人の責任制限排除について条約 4 条 5 項が求める二つの要件ととも
に、条約では明らかではなかった「荷送人の通告」に対する「運送人の承諾」に関して、
独自的に運送人の「承諾」（accepter）を排除要件とする明文の規定が置かれていた（28
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あるとは限らず、運送契約を証明する何らかの書類、船荷証券に代わって作成される証
券などに記載すべきであるとする見解が存在した。このような理解は、ルーアン控訴院




















第 2章の 1は、まず、国際海上物品運送法 13条に定める運送人の責任制限規定の特
殊性や条約との主要な相違点を確認した。ここでは、後述する 2と 3において検討する
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う独自の表現は、運送人の免責という強力な効果から善意の証券所持人の利益の保護を
図るために採用されたものであることを確認した。これに対して、条約は、価額通告が
「一応の証拠」となることにより物品の実価を立証すべきことになる運送人の立場を考
慮して、いわゆる運送人を保護する趣旨において、故意の虚偽通告に対して運送人は全
く責任を負わないとする完全な制裁規定を設けていた。そもそも、運送品の価額を正確
に評価することはときに困難であり、実価との多少の誤差が生じることは避けられない。
その誤差について、詐欺的行為に基づく虚偽通告であることが立証された場合には（こ
のときの立証責任は運送人にある）、実価を「著しく」超えるか否かを問題とせず、そ
の制裁として運送人の免責を認めるべきであるというのが条約規定の趣旨であること
を指摘した。 
 
以上 
